
証券コード 7635
2022年６月８日

株 主  各  位
東京都墨田区緑二丁目14番15号
杉 田 エ ー ス 株 式 会 社
代表取締役社長 杉田　裕介

１．日 時 2022年６月29日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都墨田区横網一丁目６番１号
国際ファッションセンター（ＫＦＣビル）２階
「ＫＦＣ Ｈａｌｌ ２ｎｄ」
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第76期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２. 第76期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算
書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

定款一部変更の件
取締役９名選任の件
補欠監査役１名選任の件

以　上

第76期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第76期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので

ご通知申し上げます。
本総会につきましては、新型コロナウイルスの感染状況を勘案し、

株主の皆様の安全確保及び感染拡大防止のための措置を講じたうえ
で、開催することといたしました。

株主の皆様におかれましては、感染の回避のため本総会当日のご来
場は見合わせ、可能な限り、書面またはインターネットにより議決権
をご行使くださいますようお願い申し上げます。

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2022年６月
28日（火曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいますよ
うお願い申し上げます。

敬　具

記

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申し上げます。
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<株主様へのお願い>

・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、
総会での対応を更新する場合がございます。インターネット上の当
社ウェブサイト(https://www.sugita-ace.co.jp)より、発信情報を
ご確認くださいますよう、併せてお願い申し上げます。

・会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたしま
す。

 （ご来場の株主様は、マスクの持参・着用をお願い申し上げます）

・会場入口付近で検温をさせていただき、発熱があると認められる
方、体調不良と思われる方は、入場をお断りし、お帰りいただく場
合がございます。予めご了承のほど、よろしくお願い申し上げま
す。

・会場につきましては、感染拡大防止のため座席の間隔を拡げること
から、ご用意できる席数が例年より大幅に減少いたします。そのた
め、当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございます。
予めご了承のほど、よろしくお願い申し上げます。

・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク
着用で応対させていただきます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が　

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト(https://www.sugita-
ace.co.jp)に掲載させていただきます。

諸般の事情により、株主総会にご出席の皆様へのお土産は取りやめ
させていただいております。
何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。

後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場

受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案

に対する賛否をご表示のうえ、

ご返送ください。

次ページの案内に従って、議案

の賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2022年６月29日（水曜日）

午前10時（受付開始：午前９時）

2022年６月28日（火曜日）

午後５時30分到着分まで

2022年６月28日（火曜日）

午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１、３号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権

行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたも

のを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法

「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを

入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決

権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

2

「スマート行使」での議決権行使は
１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、
お手数ですがPC向けサイトへアクセスし、議決
権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・

「パスワード」を入力してログイン、再度議決
権行使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC

向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコード
を読み取ってください。

1

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録
商標です。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

1

「次へすすむ」
をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使
コード」を入力

「ログイン」
をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用に
なる新しいパス
ワードを設定し
てください

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

4

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（提供書面）

事　業　報　告

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症対策

としてワクチン接種の普及等が進み、さらに各種政策の効果や海外経済の

改善等によって景気が持ち直していくことが期待されましたが、ウクライ

ナ情勢によるエネルギーや原材料価格の上昇、急激な為替レートの変動等

により先行き不透明な状況で推移しました。

住宅建設業界におきましては、首都圏のマンション総販売戸数は持ち直

しの動きが見られましたが、持家、貸家の着工は弱含んでおり、分譲住宅

の着工はおおむね横ばいとなり、全体としては弱含みで推移しました。

このような状況の中、当社グループは既存事業の強化のため2022年３月

にはシーリング材・防水材・粘着剤・両面テープの販売・加工等を提供す

る「フヨー株式会社」の全株式を取得し、子会社化いたしました。また近

年注力しております新規事業の更なる強化のために2021年７月と９月には

長期保存食「IZAMESHI」、９月にはアウトドア家具「PATIO PETITE」の新

商品の開発・販売を行いました。さらに９月には、２フロアの新店舗

「GINZA innit（ギンザ・イニット）」を銀座にオープンしました。１階

は長期保存食「IZAMESHI」を楽しめる「IZAMESHI Dish」と、２階はアウ

トドア＆ライフスタイルアイテムが揃う「upstairs outdoor living」か

らなり、新感覚のショップとして好評をいただいております。また2022年

２月には京都発のラーメン店麺屋優光グループとフランチャイズ契約を結

んだ「麺屋優光　銀座店」をオープンいたしました。

この結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高

55,975百万円（前連結会計年度は56,072百万円）、営業利益278百万円

（同477百万円）、経常利益384百万円（同593百万円）、親会社株主に帰

属する当期純利益227百万円（同323百万円）となりました。
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事 業 区 分

第 75 期
（2021年３月期）
（前連結会計年度）

第 76 期
（2022年３月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

ル ー ト 事 業 50,288百万円 89.7％ 50,296百万円 89.9％ －百万円 －％

直 需 事 業 5,783 10.3 5,678 10.1 － －

合 計 56,072 100.0 55,975 100.0 － －

なお、当連結会計年度の期首より「収益認識に関する会計基準」等を適

用しており、前連結会計年度との比較は記載しておりません。

セグメント別の売上高は次のとおりであります。

※ルート事業

ルート事業は、住宅用資材及びビル用資材を、二次卸・金物店・建材店

等へ販売しております。また、同資材を建材店・販売工事店へ、独自のノ

ウハウによる設計・加工・施工等の付加価値を加味して販売しておりま

す。

ルート事業については、遅延していた各種工事案件が年度末に動き始め

ました。例年より工事案件が微増になった事により落ち込みを食い止める

事が出来ました。主要因としましては、これまでは、オリンピック開催に

合わせて、例年に比べ工事案件を減らしていた事や、新型コロナウイルス

感染症拡大により、資材不足、職人不足等ありましたが、年度末に向け工

程の前倒し、完成工事の前倒し等により案件が微増となりました。工事案

件以外では、当社グループは引き続き、新型コロナウイルス感染予防対策

商品として、宅配における配達者と荷受者の接触を避けるための宅配ボッ

クス、衛生用品（除菌スプレー、サーモマネージャー等）、飛沫感染防止

パネル、シートフィルム、ワクチン接種会場等に使用する各種パーテーシ

ョン等の拡販に注力しました。

この結果、ルート事業全体の売上高は、50,296百万円となりました。
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※直需事業

直需事業は、ホームセンター、通販会社、百貨店等、一般小売店向けの

DIY商品、及びOEM関連資材、その他商品を販売しております。

直需事業については、前連結会計年度の新型コロナウイルス感染症拡大

による巣ごもり需要の減少によりDIY商品を中心にホームセンター向けは低

調に推移いたしました。一方、通販を利用して人との接触を減らしながら

商品を購入する購買様式が定着化しつつあり、通販関連企業向けは長期保

存食「IZAMESHI」をはじめ、好調に推移しております。全般的には、原材

料及びエネルギー価格の更なる高騰により引き続き先行き不透明な状況で

推移しました。

この結果、直需事業全体の売上高は5,678百万円となりました。

② 設備投資の状況

該当事項はありません。

③ 資金調達の状況

当連結会計年度において、金融機関より長期借入金として3,700百万円

の資金調達を行い、連結子会社買収資金、運転資金に充当しました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当社は、2022年3月31日付で新たにフヨー株式会社の全株式を取得し、

同社を連結子会社といたしました。
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区 分
第 73 期

（2018年度）

第 74 期

（2019年度）

第 75 期

（2020年度）

第 76 期

(当連結会計年度)

（2021年度）

売 上 高
57,855 58,709 56,072 55,975

（百万円）

経 常 利 益
648 660 593 384

（百万円）

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益 454 415 323 227

（百万円）

１ 株 当 た り
84.65 77.48 60.39 42.35

当期純利益（円）

総 資 産
31,218 32,285 30,887 36,918

（百万円）

区 分
第 73 期

（2018年度）

第 74 期

（2019年度）

第 75 期

（2020年度）

第 76 期

(当事業年度)

（2021年度）

売 上 高
55,183 58,059 55,221 55,208

（百万円）

経 常 利 益
593 659 569 370

（百万円）

当 期 純 利 益
528 686 309 223

（百万円）

１ 株 当 た り
98.45 128.01 57.61 41.58

当期純利益（円）

総 資 産
30,153 31,856 30,508 34,393

（百万円）

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

② 当社の財産及び損益の状況
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(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31

日）等を当連結会計年度及び当事業年度の期首から適用しており、当

連結会計年度及び当事業年度に係る各数値については、当該会計基準

等を適用した後の数値となっております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

当社は、2022年3月31日付で新たにフヨー株式会社の全株式を取得し、
同社を連結子会社といたしました。

(4) 対処すべき課題

当社グループは以下の戦略に取り組んで行く所存であります。

① 顧客と信頼関係を築いて物件情報を共有することで、商品提案や見積の

精度を上げて受注率の向上を図る。

② 当社ECサイト「スギカウ」の利用率を向上させ、見積・受発注業務の迅

速化とネット活用することでの効率化を図る。

③ 消耗品の販売強化により基礎売上金額の確保を図る。

④ 重点販売商材と新規商材等を活用し、営業提案の活性化を図る。

⑤ 物流拠点の継続整備と新規・既存サテライト倉庫の利用拡大を進め、IT

インフラ整備を進めることにより、卸としての基盤強化を図る。

⑥ 子会社とのシナジー効果を図る。

セグメント区分 事業内容

ルート事業

住宅用資材及びビル用資材等を、二次卸・金物店・
建材店等へ販売しております。また、同資材を建材
店・販売工事店へ、独自のノウハウによる設計・加
工・施工等の付加価値を加味して販売しておりま
す。

直需事業
ホームセンター、通販会社、百貨店等、一般小売店
向けのDIY商品、及びOEM関連資材、その他商品を販
売しております。

(5) 主要な事業内容 (2022年３月31日現在）
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本 社 東京都墨田区緑二丁目14番15号
営 業 部 北海道・東北・東京・西関東・北関東・中部・近畿・

中四国・南日本・直需
流通センター 札幌・仙台・東京・千葉・成田・埼玉・大宮・神奈

川・名古屋・大阪・福岡

本 社 北海道北見市卸町二丁目３番地２

本 社 東京都墨田区横川四丁目10番9号
事 業 所 札幌営業所、東北支店、北関東営業所、南関東支店

大阪支店、神戸支店
セ ン タ ー 東京配送センター・加工センター
工 場 八潮工場

(6) 主要な事業所 (2022年３月31日現在）

① 当社：杉田エース株式会社

② 子会社：水沢エース株式会社

③ 子会社：フヨー株式会社

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ル ー ト 事 業 350名（68名） 5名減（ 8名減）

直 需 事 業 47名（66名） 3名増（33名増）

全 社 127名（126名） 4名減（ 9名減）

合 計 524名（260名） 6名減（16名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

505名 6名減 41.9歳 12.0年

(7) 使用人の状況 (2022年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数であります。臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員

を外数で記載しております。

２. 上記には、2022年3月31日付で連結子会化したフヨー株式会社は含んでおり

ません。

② 当社の使用人の状況

（注）上記のほか、パート及び嘱託社員260名（期中平均人員数）がおります。
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借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,403百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,132百万円

株 式 会 社 千 葉 銀 行 920百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 297百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 81百万円

富 士 宮 信 用 金 庫 29百万円

(8) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数 19,490,000株

(2) 発行済株式の総数 5,374,000株

(3) 株主数 5,957名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

杉 田 直 良 906千株 16.89％

有 限 会 社 杉 田 商 事 730千株 13.61％

杉 田 裕 介 260千株 4.85％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 195千株 3.63％

杉 田 エ ー ス 従 業 員 持 株 会 186千株 3.47％

東京中小企業投資育成株式会社 159千株 2.97％

株 式 会 社 ナ ス タ 117千株 2.20％

株 式 会 社 ダ イ ケ ン 93千株 1.75％

株 式 会 社 千 葉 銀 行 72千株 1.34％

杉 田 力 介 70千株 1.30％

２. 株式の状況（2022年３月31日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（8,853株）を控除して計算しております。

３. 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 杉 田 直 良

代表取締役社長 杉 田 裕 介

取締役副社長 杉 田 力 介

専務取締役 佐 藤 　 正

常務取締役 花 井 慎 一

取締役 髙 橋 芳 郎 フヨー株式会社代表取締役社長

取締役 井 関 　 誠

取締役 島 田 直 樹 株式会社ピー･アンド･イー･ディレクションズ代表取締役

常勤監査役 北 川 達 也

監査役 貫 井 康 夫

監査役 川 口 　 伸

氏 名 退任日 退任理由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

我謝 宗厚 2021年6月29日 任期満了 取締役

４. 会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）

(注)１.取締役島田直樹氏は、社外取締役であります。

２.監査役貫井康夫氏及び川口伸氏は、社外監査役であります。

３.監査役貫井康夫氏及び川口伸氏は、長年にわたり銀行に在籍し、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しております。

４.当社は、取締役島田直樹氏を取引所規則の定めに基づく独立役員として指定し、取引

所に届け出ております。

(2) 当該事業年度中に退任した会社役員の状況
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(3) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び監査役は、当社定款及び会社法第427条第１項の規

定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役につい

ては600万円、監査役については300万円又は会社法第425条第１項に定める

額のいずれか高い額としております。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は取締

役、監査役、執行役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当

該保険契約により、被保険者の職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責

任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害が填補され

ることとなります。

但し、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法

令違反の行為であることを認識して行った行為等の場合には填補の対象とし

ないこととしております。

(5) 取締役及び監査役の報酬等

当社は、2021年２月10日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬

等の内容にかかる決定方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、

報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合

していることや、任意の諮問会議からの答申が尊重されていることを確認し

ており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりで

す。

1. 基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ

として十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締

役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本

方針とする。具体的には、取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、

及び業績連動報酬等により構成し、非金銭報酬等は採用しない。
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2. 基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期

または条件の決定に関する方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年

数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、

総合的に勘案して決定するものとする。

3. 業績連動報酬の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与える時期または

条件の決定に関する方針を含む。)

業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業

績目標を反映した金銭報酬とし、各事業年度の連結営業利益の目標値に対

する達成度合いに応じて算出された額を賞与として毎年、一定の時期に支

給する。目標となる業績とその値は、年度経営計画と整合するよう計画策

定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて取締役会の答申を踏まえた見直

しを行うものとする。

4. 基本報酬の額、業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対

する割合の決定に関する方針

取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連

する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、

（５の委任を受けた代表取締役社長）が決定する。また、（５の委任を受

けた代表取締役社長）は株主総会にて決議された取締役の報酬限度額の範

囲内において、取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。

5. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

取締役の個人別の報酬等については、代表取締役社長 杉田裕介氏と独立

社外取締役 島田直樹氏及び常勤監査役 北川達也氏の3名で構成する任意の

諮問会議を年1回開催し、同会議で審議のうえ答申を決定し、取締役会に

提示するものとする。

取締役会は、その答申を確認、審議のうえ最終的な報酬額の調整及び決

定については、代表取締役社長に一任するものとする。
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区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬
業績連動

報酬
退職慰労金

取締役
（うち社外取締役）

338
(6)

276
(6)

29
(0)

33
(－)

9
(1)

監査役
（うち社外監査役）

18
(6)

15
(6)

1
(0)

1
(－)

3
(2)

合計
（うち社外役員）

357
(12)

291
(12)

30
(0)

34
(－)

12
(3)

(6) 当事業年度に係る報酬等の総額等

(注) １.取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれ

ておりません。

２.取締役の報酬限度額は、第70期定時株主総会において年額400百万円以

内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。

当該株主総会終了時点の取締役の員数は８名（うち、社外取締役は２

名）です。

３.監査役の報酬限度額は、第49期定時株主総会において年額50百万円以

内と決議いただいております。当該株主総会終了時点の監査役の員数

は３名（うち、社外監査役は１名）です。

４.取締役報酬等の額には、2021年６月29日開催の第75期定時株主総会終

結の時をもって退任した取締役１名の在任中の報酬等の額が含まれて

おります。

５.業績連動報酬は役員賞与引当金繰入額、退職慰労金は役員退職慰労引

当金繰入額をそれぞれ記載しております。
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取 締 役 会 監 査 役 会

出席回数 出 席 率 出席回数 出 席 率

取締役  島 田 直 樹 13回 100％ ― ―

監査役  貫 井 康 夫 13回 100％ 13回 100％

監査役  川 口 　 伸 13回 100％ 13回 100％

(7) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役島田直樹氏は、株式会社ピー・アンド・イー・ディレクションズ

の代表取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありま

せん。

② 事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況及び社外役員に期待さ

れる役割に関して行った職務の概要

島田直樹　　当社の独立役員として指定されている社外取締役の島田直樹氏

は、経営者としての豊富な経験と深い見識により、経営の専門家と

して、会社全体を見据えて、公正性、透明性の視点から、当社のリ

スクへの対応、経営課題、中長期的な企業成長戦略、コーポレート

ガバナンスの向上等、忌憚のない意見表明を行っております。

　島田氏は、当事業年度に開催された取締役会13回中13回に出席

し、独立役員として客観的立場から、取締役会における議論の活性

化に向けて積極的に取り組み、取締役及び経営陣幹部に適切な助言

を与えております。
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貫井康夫　　社外監査役の貫井康夫氏は、長年による金融機関における経験及

び経営者としての経験により、豊富な知見を活かし、当社経営への

助言、監督を行っております。

　貫井氏は、当事業年度において取締役会13回中13回、監査役会13

回中13回出席し、取締役会においては必要に応じ発言を行っており

ます。また、監査役会においては議論を行っております。

　当社には、社外監査役が２名おり、貫井氏は主に、西日本の営業

拠点及び物流拠点を監査の中心においております。

　当事業年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、行動に

制約がありましたが、必要な監査は積極的に行い、社外監査役とし

ての立場からの所見を明示しております。

　また、定期的に実施される監査役報告会において、当社グループ

における中・長期的に対処すべき課題等について議論し、監査役の

相互コミュニケーションを深め、取締役会においても意見表明をし

ております。

川口　伸　　社外監査役の川口伸氏は、長年による金融機関における経験及び

経営者としての経験により、豊富な知見を活かし、当社経営への助

言、監督を行っております。

　川口氏は、当事業年度において取締役会13回中13回、監査役会13

回中13回出席し、取締役会においては必要に応じ発言を行っており

ます。また、監査役会においては議論を行っております。

　当社には、社外監査役が２名おり、川口氏は主に、東日本の営業

拠点及び子会社を監査の中心においております。

当事業年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、行動に制

約がありましたが、必要な監査は積極的に行い、社外監査役として

の立場からの所見を明示しております。

　また、定期的に実施される監査役報告会において、当社グループ

において中・長期的に対処すべき課題等について議論し、監査役の

相互コミュニケーションを深め、取締役会においても意見表明をし

ております。
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八重洲監査法人

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25百万円

②当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
25百万円

５. 会計監査人の状況

(1) 名　　　称

八重洲監査法人

(2) 報酬等の額

(注)１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査
と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませ
んので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を
含めております。

２. 監査役会は、日本監査役協会「会計監査人との連携に関する実務指
針」を踏まえ、適時に合理的な報酬で効率的に実施される高品質な
監査であることを確認・検討いたしました結果、報酬等の額につい
て適切であると判断いたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められ

る場合、監査役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。

また、上記のほか、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の

解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人八重洲監査法人は、会社法第427条の第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、5,000万円又は会社法第425条

第１項に定める額のいずれか高い額としております。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

当社グループは、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制を整備するために、常に「コンプ

ライアンス・プログラム」・「杉田エース行動憲章」・「役員規

則」・「就業規則」の見直し・整備・充実に努め、その適切な維持・

運用に努めると共に、取締役は「取締役会」の審議を通じた他の取締

役の職務執行に関する監視・監督を十分に行い、また「賞罰委員会」

制度の適切な維持・運営に努める。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社グループは、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に

関する体制を整備するために、常に「取締役会規程」・「内部情報管

理規程」・「稟議規程」・「文書取扱規程」の見直し・整備・充実に

努め、その適切な維持・運営に努める。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループは、損失の危険の管理に関する規程その他の体制を整

備するために、常に「経営危機管理規程」・「地震・風水害被害対策

規程」の見直し・整備・充実に努め、その適切な維持・運用に努め

る。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社グループは、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制を整備するために、常に「組織規程」・「職務権限

規程」・「業務分掌規程」の見直し・整備・充実に努め、その適切な

維持・運用に努める。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

イ．当社グループは、関連諸規程に基づき、グループ全体の管理を行
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うと共に、グループ全体の適正な業務運営のための体制の整備に努

める。また、当社の「内部監査室」は、定期的または臨時に子会社

の内部監査を実施し、グループ全体の内部統制の整備の推進に努め

る。

ロ．当社グループは、グループのリスクについては、グループ全体で

リスクの把握・管理に努め、グループ各社は、重大な危機が発生し

た場合には、直ちに当社へ報告し、当社は事案に応じた支援を行う

こととし、また、グループ各社は、各社ごとのリスク管理体制及び

危機管理体制を整備するものとする。

ハ．子会社管理について、当社における関係部署の体制と役割を明確

にし、子会社を指導・育成する。

ニ．子会社の事業が適正に行われているかどうかについて、当社は定

期的または臨時に報告を求める。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

当社グループは、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くこと

を求めた場合における当該使用人に関する事項を整備するために、監

査役から補助使用人の設置を求められた場合は、その人数・地位につ

いて「取締役会」の決議をもって、これを定めることとする。

⑦ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

当社グループは、前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

を整備するために、同使用人に対する指揮命令・その報酬並びに異動

の決定については、「監査役会」の権限とするものとする。

⑧ 取締役及び使用人等及び子会社の取締役、監査役、使用人等が監査役等

に報告するための体制並びに監査役への報告をしたことを理由として不

利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

当社グループは、取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

その他の監査役への報告に関する体制を整備するため、各社の監査役

は各社の全ての「取締役会」に出席するものとする。また、当社の監

査役は、定期的または臨時に、子会社への往査並びに同社の取締役・

監査役及び使用人との意見交換を実施することができるものとする。

なお、当社並びに子会社の取締役・使用人が監査役へ報告したことを

理由として不利な取扱いを受けることはないものとする。
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⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制並び

にその職務の執行について生ずる費用等の処理の方針に関する事項

当社グループは、その他監査役の監査が実効的に行われることを確

保するための体制を整備するため、監査役は適宜、公認会計士・弁護

士等の外部専門家並びに「内部監査室」等の社内各部署と自由に接触

し、連携を図ることができるものとする。また、取締役は監査役によ

る監査に協力し、監査にかかる諸費用については、監査の実行を担保

するべく予算を措置する。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは、金融商品取引法その他の関係法令に基づき、適正

な会計処理を行い、財務報告の信頼性を確保するため、関連諸規程類

を整備すると共に内部統制の体制整備と有効性向上を図ることとす

る。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた体制

当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反

社会的勢力及び団体とは一切関わりを持たず、また不当な要求に対し

ては組織全体として毅然とした姿勢で対応することとする。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

当社グループは、業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基

づいて、下記の取組みを実施しております。

１. 取締役会は取締役及び社員等が共有する全社的な目標を定めておりま

す。また、各担当部署は組織規程、業務分掌規程等に従いその目標達成

のため部署ごとの具体的目標及び効率的な達成計画を定め、その進捗状

況について定期的に取締役会等で報告しております。

２. 取締役会その他の重要な会議の議事録は開催ごとに作成・管理され、稟

議書等職務の執行に係る重要な文書等も適切に管理しております。

３. 取締役会には監査役全員が出席し、取締役の職務執行等につき意見を述

べ、常に監視できる体制を整えております。

４. 監査役、会計監査人及び内部監査部門は、定期的に意見交換を行い、実

効性のある三様監査を実施しております。
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５. 内部通報制度を整備し、適宜、コンプライアンス委員会を開催し、不正

行為の早期発見と是正に努めております。

６. 内部監査室が作成した内部監査計画書に基づき、当社グループの内部監

査を実施しております。

７. 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつと位置付

け、株主資本の充実と長期的で安定した収益力を維持するとともに、継続的

かつ安定的な配当を実施していくことを基本方針としております。

上記の方針に基づき、連結業績見通しと配当性向、将来の発展のための再

投資に必要な内部留保の蓄積等を総合的に勘案し、期末配当は１株につき30

円とさせていただくことといたしました。

なお、配当金のお支払い期間は、2022年６月９日から同年７月８日までと

させていただいております。

－ 23 －



（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

【 流 動 資 産 】

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及
び 契 約 資 産

電 子 記 録 債 権

棚 卸 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【 固 定 資 産 】

［有形固定資産］

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

［無形固定資産］

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

［投資その他の資産］

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

26,542

4,517

13,464

3,195

4,209

1,094

62

△2

10,376

6,996

2,799

4,013

182

1,316

149

961

205

2,063

828

340

894
　

【 流 動 負 債 】 20,066

支払手形及び買掛金 7,193

電 子 記 録 債 務 10,349

１年内返済予定の
長 期 借 入 金

839

未 払 法 人 税 等 211

賞 与 引 当 金 369

そ の 他 1,102

【 固 定 負 債 】 6,487

長 期 借 入 金 4,908

退職給付に係る負債 468

役員退職慰労引当金 590

資 産 除 去 債 務 83

そ の 他 435

負 債 合 計 26,553

純  資  産  の  部

【 株 主 資 本 】 10,320

［ 資 本 金 ］ 697

［ 資 本 剰 余 金 ］ 409

［ 利 益 剰 余 金 ］ 9,217

［ 自 己 株 式 ］ △4

【その他の包括利益累計額】 44

[その他有価証券評価差額金] 51

[退職給付に係る調整累計額] △7

純 資 産 合 計 10,364

資 産 合 計 36,918 負 債 純 資 産 合 計 36,918

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 55,975

売 上 原 価 48,069

売 上 総 利 益 7,906

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,628

営 業 利 益 278

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 14

仕 入 割 引 108

受 取 家 賃 47

そ の 他 16 187

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7

手 形 売 却 損 10

売 上 割 引 59

そ の 他 2 80

経 常 利 益 384

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 73 73

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 0 0

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 458

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 204

法 人 税 等 調 整 額 25 230

当 期 純 利 益 227

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 227

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 697 409 9,163 △4 10,266

会計方針の変更による累
積 的 影 響 額

－ － △12 － △12

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

697 409 9,151 △4 10,253

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △160 － △160

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 227 － 227

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 66 － 66

当 期 末 残 高 697 409 9,217 △4 10,320

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
その他有価証
券評価差額金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 96 △21 75 10,341

会計方針の変更による累
積 的 影 響 額

－ － － △12

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

96 △21 75 10,329

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △160

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － － 227

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

△44 13 △31 △31

当 期 変 動 額 合 計 △44 13 △31 34

当 期 末 残 高 51 △7 44 10,364

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

イ. 連結子会社の数 ２社

ロ. 連結子会社の名称 水沢エース株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　フヨー株式会社

2022年３月31日付で、フヨー株式会社の全株式を取得し、連結子会社化いたしました。

② 非連結子会社の状況

イ.主要な非連結子会社の名称 　　リューダ株式会社

ロ.連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は連結子会社化したフヨー株式会社の子

会社であり、小規模なため、総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金等（持分に見

合う額）は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさない

ため、連結の範囲から除外しております。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

水沢エース株式会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

フヨー株式会社の事業年度の末日は、６月30日であります。連結計算書類の作成にあたっ

ては、2022年３月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類により連結しております。

(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

以外のもの 売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ. デリバティブ 時価法

ハ. 棚卸資産

・商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおり

建物及び構築物　　　７～50年

ロ. 無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法
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③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

当連結会計年度に対応する金額を計上しております。

ハ. 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を計上しております。

④  収益及び費用の計上基準 物品販売については、物品の引渡時点において顧客が

物品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると

判断していることから、顧客に物品を引き渡した時点

で収益を認識しております。出荷時から当該物品の支

配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である

場合には、出荷時に収益を認識しております。なお、

取引価格の算定にあたっては、顧客との契約において

約束された対価から、売上割戻等を控除した金額で算

定しております。

工事請負契約については、一定の期間にわたり履行義

務を充足するため、履行義務の進捗度に基づき収益を

認識しております。なお、進捗率の合理的な見積りが

出来ない場合は、原価回収基準により収益を認識して

おります。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

イ. 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

ロ. 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に

より按分した額を費用処理することとしております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。

ハ. 小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており

ます。

⑥ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、10年間で均等償却をおこな

う予定です。
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２.会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識

することといたしました。

これにより、工事請負契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認め

られる場合には工事進行基準を、この要件を満たさない工事には工事完成基準を適用してまい

りましたが、当連結会計年度より履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認

識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りが出来

ない工事については、原価回収基準を適用しております。

また、売上割戻等の顧客に支払われる対価について、従来は、販売費及び一般管理費として

処理しておりましたが、取引価格から減額する方法に変更しております。なお、変動対価が含

まれる取引については、取引の対価の変動部分の額を見積り、認識した収益の著しい減額が発

生しない可能性が高い部分に限り取引価格に含める方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の

累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計

方針を適用しております。

この結果、従来の会計処理方法と比べて、当連結会計年度の売上高は、210百万円減少し、

売上総利益は、181百万円減少、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益、親会社株主

に帰属する当期純利益が、０百万円それぞれ減少しております。また、利益剰余金当期首残高

は12百万円減少しております。

また、収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、

「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売

掛金及び契約資産」に含めて表示することといたしました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適

用することとしております。なお連結計算書類に与える影響はありません。
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建物及び構築物 465百万円

土地 148

投資有価証券 9

関係会社株式 3,313

計 3,935

１年内返済予定の長期借入金 289百万円

長期借入金 1,842

計 2,132

３. 会計上の見積りに関する注記

棚卸資産の評価

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

棚卸資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,209百万円

(2) その他見積りの内容に関する理解に資する情報

正味売却価額が帳簿価額よりも下落している場合には、帳簿価額を正味売却価額まで減

額しております。正味売却価額は、直近の販売価格から見積販売直接費を控除して算定し

ております。

また、一定の回転期間を超える場合には、規則的に帳簿価額を切り下げる方法を採用して

おります。

共に、棚卸資産評価損として、売上原価に含めて計上しております。

棚卸資産評価損の算定に係る前提条件の見積りは合理的であると判断しております。た

だし、市場環境が予測より悪化して正味売却価額が下落する場合には、翌期の連結計算書

類に影響を与える可能性があります。

４. 追加情報

（新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染拡大により、売上高の減少等の影響が生じておりますが、感染拡大

がこれ以上深刻化しないものと仮定し、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会計

上の見積りを行っております。

今後、新型コロナウイルス感染拡大が深刻化する場合は、翌連結会計年度の当社グループの

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があります。

５. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高

受取手形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,362百万円

売掛金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,936

契約資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　165

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務
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(3) 有形固定資産の減価償却累計額 5,432百万円

貸倒引当金 42百万円

受取手形裏書譲渡高 393百万円

電子記録債権譲渡高 181

計 575

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 5,374,000株 －株 －株 5,374,000株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 8,853株 －株 －株 8,853株

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配当額 ( 円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 1 年 ５ 月 1 3 日
取 締 役 会

普通株式 160 30 2021年３月31日 2021年６月９日

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2022年５月11日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 160 30 2022年３月31日 2022年６月９日

(4) 投資その他の資産から直接控除した引当金

(5) 手形遡及債務

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

になるもの
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７. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達につい

ては銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は、外貨建債務の為替変動リスク

の回避を目的として行っております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。当該リスクに関しては、当社グループの「与信管理規程」に従い、取引先ご

との期日管理及び残高管理を行うとともに、業務管理グループが、主な取引先の信用状況

及び財務状況等を随時把握する体制であり、回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

未収入金は、主に手形売却債権及びファクタリング債権であり、取引先の信用リスクに

晒されております。当該リスクに関しては、営業債権と同様のリスク管理体制により、回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、投資信託及び債券であり、市

場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告さ

れております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、すべて１年内の支払期日で

あります。外貨建債務に関しては為替の変動リスクに晒されておりますが、当該リスクの

回避・軽減を目的として、決済額の一部について為替予約取引を行っております。また、

為替予約取引に関しては、評価損益の状況を定期的に把握しております。

借入金のうち、短期借入金及び長期借入金（原則として５年以内）は主に営業取引に係

る資金調達であり、変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、営業債務に係る為替予約取引であります。なお、デリバティブ取

引については、社内管理規程に基づき、為替及び金利の変動リスクを回避する目的に限定

した取引を行っており、投機目的での取引は行っておりません。

デリバティブ取引(為替予約取引）の利用にあたっては、信用リスクを軽減するため、

格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、経理グループにおい

て月次で資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 293 293 －

資 産 計 293 293 －

長 期 借 入 金 5,748 5,746 △2

負 債 計 5,748 5,746 △2

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式

その他

293

－

－

－

－

－

293

－

資産計 293 － － 293

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 5,746 － 5,746

負債計 － 5,746 － 5,746

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額535百万円）

は、次表には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売

掛金及び契約資産、電子記録債権、未収入金、支払手形及び買掛金、電子記録債務は、短

期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

(注)長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整）の相場価格によ

り算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル

に時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

(注１)長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(注２)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
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報告セグメント

合計

ルート事業 直需事業

住宅用資材 24,604 － 24,604

ビル用資材 22,972 － 22,972

DIY商品 392 4,229 4,621

OEM関連資材 － 1,449 1,449

その他 2,327 － 2,327

顧客との契約から生じる

収益
50,296 5,678 55,975

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 50,296 5,678 55,975

投資有価証券

上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）

長期借入金の時価は、元利金の合計と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８. 賃貸等不動産の状況に関する事項

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

９. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、１．連結計算書類の作

成のための基本となる重要な事項に関する注記(3)会計方針に関する事項④収益及び費用の計

上基準に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 12,662 13,298

契約資産 136 165

(1) １株当たり純資産額 1,931.80円

(2) １株当たり当期純利益 42.35円

内訳 金額

期首残高

有形固定資産の取得に伴う増加額

時の経過による調整額

資産除去債務の履行による減少額

31百万円

83

0

△31

期末残高 83

(3)当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

契約資産は工事契約から生じる未請求の債権であり、支払に対する権利が無条件にな

った時点で債権へ振り替えられます。

契約負債残高については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生していないた

め、記載を省略しております。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適

用し、記載を省略しております。

１０.１株当たり情報に関する注記

１１.資産除去債務に関する注記

(1) 資産除去債務の内容

2021年９月１日にオープンした「GINZA innit」、2022年２月19日にオープンした

「麺屋優光　銀座店」について、賃貸借契約に従い、資産除去債務を計上しています。

(2) 支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は取得から15年、割引率は0.251％を採

用しています。

(3) 資産除去債務の総額の期中における増減内容

１２.退職給付に関する注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社グループは、従業員の退職給付に充てるため、確定給付制度として退職一時金制度

及び確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。また、従業員の退職等

に際して、割増退職金を支払う場合があります。

また、連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退

職給付費用を計算しております。
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退職給付債務の期首残高 447百万円

　新規連結子会社の増加に伴う増加額 29

　勤務費用 26

　利息費用 1

　数理計算上の差異の発生額 △6

　退職給付の支払額 △28

退職給付債務の期末残高 468

非積立制度の退職給付債務 468百万円

連結貸借対照表に計上された負債 468

退職給付に係る負債 468百万円

連結貸借対照表に計上された負債 468

勤務費用 26百万円

利息費用 1

数理計算上の差異の費用処理額 12

確定給付制度に係る退職給付費用 40

数理計算上の差異 19百万円

合　計 19

未認識数理計算上の差異 △11百万円

合　計 △11

割引率 0.257％

(2) 確定給付制度

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（注）簡便法を適用した制度を含めております。

② 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

（注）簡便法を適用した制度を含めております。

③ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（注）簡便法を適用した制度を含めております。

④ 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります｡

⑤ 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであり

ます。

⑥ 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

(3) 確定拠出制度

当社グループの確定拠出制度への拠出金額は63百万円であり、退職給付費用に計上し

ております。
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１３．企業結合に関する注記

　取得による企業結合

　　(1)企業結合の概要

　　　　　①被取得企業の名称及び事業内容

　　　　　　被取得企業の名称　　　フヨー株式会社

　　　　　　事業内容　　　　　　　シーリング材、防水材、テープ類、粘着剤の加工・販売

　　　　　②企業結合を行った主な理由

　　　　　　　フヨー株式会社を当社グループに加えることにより、取扱商材が拡大するとと

　　　　　　もに、当社の全国的な営業網・物流拠点を活用することで、相乗効果により事

　　　　　　業収益の増強が期待され、当社グループの経営基盤を強化・拡充し、さらなる

　　　　　　企業価値の向上を図ることが可能になると考えております。

　　　　　③企業結合日

　　　　　　2022年３月31日（株式取得日）

　　　　　④企業結合の形式

　　　　　　株式取得

　　　　　⑤結合後企業の名称

　　　　　　結合後企業の名称に変更はありません。

　　　　　⑥取得した議決権比率

　　　　　　100%

　　　　　⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　　　　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

　　(2)連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間

2022年３月31日を取得日としているため、当連結会計年度における連結損益計算

書に被取得企業の業績は含めておりません。

　　(3)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　　　　当事者間の守秘義務により非開示とさせていただきます。

　　(4)主要な取得関連費用の内訳及び金額

　　　　　アドバイザリー費用等　　　　　　　　10百万円

　　(5)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　　　　①発生したのれんの金額　　　　 　　961百万円

なお、上記の金額は、企業結合日以後、決算日までの期間が短く、企業結合日

時点の識別可能資産及び負債の特定及び時価の見積りが未了であるため、取得原

価の配分が完了しておらず、暫定的に算定された金額であります。

　　　　　②発生原因

　主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものであ

ります。

　　　　　③償却方法及び償却期間

　　　　　　10年間の均等償却

　　(6)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　　　　　流動資産　　 2,490百万円

　　　　　　固定資産　　 1,324百万円

　　　　　　資産合計　　 3,814百万円

　　　　　　流動負債　　 1,445百万円

　　　　　　固定負債　　　 464百万円

　　　　　　負債合計　　 1,910百万円
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（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

【 流 動 資 産 】

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

電 子 記 録 債 権

商 品

未 収 入 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【 固 定 資 産 】

［有形固定資産］

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

［無形固定資産］

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

［投資その他の資産］

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

23,674

3,219

12,113

3,173

4,037

1,074

36

21

△1

10,719

5,230

2,340

130

29

11

110

2,607

343

148

194

5,145

767

3,436

78

214

665

△18
　

【 流 動 負 債 】 18,423

支 払 手 形 1,025

電 子 記 録 債 務 10,159

買 掛 金 5,289

１年内返済予定の長期借入金 749

未 払 金 30

未 払 費 用 461

未 払 法 人 税 等 203

預 り 金 59

賞 与 引 当 金 340

役 員 賞 与 引 当 金 30

そ の 他 72

【 固 定 負 債 】 5,752

長 期 借 入 金 4,548

退 職 給 付 引 当 金 428

役員退職慰労引当金 558

資 産 除 去 債 務 83

そ の 他 134

負 債 合 計 24,175

純 資 産 の 部

【 株 主 資 本 】 10,167

［ 資 本 金 ］ 697

［ 資 本 剰 余 金 ］ 409

資 本 準 備 金 409

［ 利 益 剰 余 金 ］ 9,065

利 益 準 備 金 168

その他利益剰余金 8,896

買換資産圧縮積立金 120

別 途 積 立 金 4,390

繰 越 利 益 剰 余 金 4,386

［ 自 己 株 式 ］ △4

【評価・換算差額等】 50

［その他有価証券評価差額金] 50

純 資 産 合 計 10,218

資 産 合 計 34,393 負 債 純 資 産 合 計 34,393

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 55,208

売 上 原 価 47,460

売 上 総 利 益 7,748

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,481

営 業 利 益 266

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 14

仕 入 割 引 108

受 取 家 賃 45

雑 収 入 15 184

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7

手 形 売 却 損 10

売 上 割 引 59

雑 損 失 2 80

経 常 利 益 370

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 73 73

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 444

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 194

法 人 税 等 調 整 額 26 221

当 期 純 利 益 223

損　益　計　算　書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本

金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式

株 主 資

本

合 計
資本準備金

資本剰

余 金

合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利 益 剰

余 金

合 計

買換資

産圧縮

積立金

別 途

積立金

繰 越 利

益 剰 余

金

当 期 首 残 高 697 409 409 168 121 4,390 4,335 9,015 △4 10,117

会計方針の変

更による累積

的 影 響 額

－ － － － － － △12 △12 － △12

会計方針の変更

を反映した当期

首 残 高

697 409 409 168 121 4,390 4,322 9,002 △4 10,105

当 期 変 動 額

買換資産圧縮

積立金の取崩
－ － － － △0 － 0 － － －

剰余金の配当 － － － － － － △160 △160 － △160

当 期 純 利 益 － － － － － － 223 223 － 223

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額)

－ － － － － － － － － －

当期変動額合計 － － － － △0 － 63 62 － 62

当 期 末 残 高 697 409 409 168 120 4,390 4,386 9,065 △4 10,167

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計

当 期 首 残 高 95 95 10,212

会計方針の変更

による累積的影

響 額

－ － △12

会計方針の変更を

反映した当期首残

高

95 95 10,200

当 期 変 動 額

買換資産圧縮積

立 金 の 取 崩
－ － －

剰余金の配当 － － △160

当 期 純 利 益 － － 223

株主資本以外の

項目の当期変動

額 ( 純 額 )

△44 △44 △44

当期変動額合計 △44 △44 17

当 期 末 残 高 50 50 10,218

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

  有価証券

① 子会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

以外のもの 売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ 時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(4) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおり

建物　        ７～50年

構築物　      ７～35年

工具器具備品　２～15年

② 無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ 長期前払費用 定額法

(5) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

当事業年度に対応する金額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、当事業年度における支

給見込額に基づき計上しております。
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④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額法により按分し

た額を費用処理することとしております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

⑤ 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事

業年度末要支給見込額を計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

物品販売については、物品の引渡時点において顧客が

物品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると

判断していることから、顧客に物品を引き渡した時点

で収益を認識しております。出荷時から当該物品の支

配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である

場合には、出荷時に収益を認識しております。なお、

取引価格の算定にあたっては、顧客との契約において

約束された対価から、売上割戻等を控除した金額で算

定しております。

工事請負契約については、一定の期間にわたり履行義

務を充足するため、履行義務の進捗度に基づき収益を

認識しております。なお、進捗率の合理的な見積りが

出来ない場合は、原価回収基準により収益を認識して

おります。

(7) その他計算書類作成のための基本となる事項

① 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっており

ます。

２.会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識する

ことといたしました。
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これにより、工事請負契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認め

られる場合には工事進行基準を、この要件を満たさない工事には工事完成基準を適用してまい

りましたが、当事業年度より履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識す

る方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りが出来ない

工事については、原価回収基準を適用しております。

また、売上割戻等の顧客に支払われる対価について、従来は、販売費及び一般管理費として

処理しておりましたが、取引価格から減額する方法に変更しております。なお、変動対価が含

まれる取引については、取引の対価の変動部分の額を見積り、認識した収益の著しい減額が発

生しない可能性が高い部分に限り取引価格に含める方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積

的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適

用しております。

この結果、従来の会計処理方法と比べて、当事業年度の売上高は、185百万円減少し、売上

総利益は、181百万円減少、営業利益、経常利益、税引前当期純利益、当期純利益が、０百万

円それぞれ減少しております。また、利益剰余金当期首残高は12百万円減少しております。

また、収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資

産」に表示していた「受取手形」、「売掛金」及び「完成工事未収入金」は、当事業年度より

「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することといたしました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融

商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的

な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する

こととしております。なお個別計算書類に与える影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記

棚卸資産の評価

・当事業年度の計算書類に計上した金額

商品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,037百万円

・その他見積りの内容に関する理解に資する情報

正味売却価額が帳簿価額よりも下落している場合には、帳簿価額を正味売却価額まで減額

しております。正味売却価額は、直近の販売価格から見積販売直接費を控除して算定してお

ります。

また、一定の回転期間を超える場合には、規則的に帳簿価額を切り下げる方法を採用して

おります。

－ 43 －



共に、棚卸資産評価損として、売上原価に含めて計上しております。

棚卸資産評価損の算定に係る前提条件の見積りは合理的であると判断しております。ただ

し、市場環境が予測より悪化して正味売却価額が下落する場合には、翌事業年度の計算書類

に影響を与える可能性があります。
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① 売掛金 5百万円

② 未収入金 21百万円

建物及び構築物 465百万円

土地 148

投資有価証券 9

関係会社株式 3,313

計 3,935

１年内返済予定の長期借入金 289百万円

長期借入金 1,842

計 2,132

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 4,485百万円

売上高 65百万円

仕入高 0百万円

営業取引以外の取引による取引高 －百万円

株式の 種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 8,853株 －株 －株 8,853株

４. 追加情報

（新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染拡大により、売上高の減少等の影響が生じておりますが、感染拡大

がこれ以上深刻化しないものと仮定し、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会計

上の見積りを行っております。

今後、新型コロナウイルス感染拡大が深刻化する場合は、翌事業年度の当社の財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があります。

５. 貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

６. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項
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繰延税金資産

　賞与引当金 104百万円

　貸倒引当金 6

　未払事業税 15

　退職給付引当金 131

　役員退職慰労引当金 170

　資産除去債務 25

　その他 63

　繰延税金資産小計 517

　評価性引当額 △188

繰延税金資産合計 328

繰延税金負債

　買換資産圧縮積立金 △53

　その他有価証券評価差額金 △25

　資産除去債務に対応する除去費用 △24

　その他 △10

繰延税金負債合計 △113

繰延税金資産の純額 214

(1) １株当たり純資産額 1,904.52円

(2) １株当たり当期純利益 41.58円

８. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

９. 関連当事者との取引に関する注記

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

１０.収益認識に関する注記

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表１．連結計

算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記(3)会計方針に関する事項④収益及

び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

１１. １株当たり情報に関する注記
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代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 井 智 宇

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 廣 瀬 達 也

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

杉田エース株式会社

取締役会　御中
八 重 洲 監 査 法 人
東京都千代田区

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、杉田エース株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、杉田エース株式会社及び連結子会社

からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、

全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計

算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容

は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する

ものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通

読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法

人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。
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・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・  連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。

・  経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す

ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でな

い場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら

れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな

くなる可能性がある。

・  連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類

が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・  連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財

務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算

書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ

ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 井 智 宇
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 廣 瀬 達 也

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

杉田エース株式会社
取締役会　御中

八 重 洲 監 査 法 人
東京都千代田区

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、杉田エース

株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第76期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査

を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも

のではない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が

監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ

るかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の

選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手する。
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・   計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。

・  経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切である

かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・  計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記

事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ

ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監　査　報　告　書

当監査役会は、2021年４月1日から2022年３月31日までの第76期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審

議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以

下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役

及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成

る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状

況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理

基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨

の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について

検討いたしました。

２. 監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人八重洲監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人八重洲監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

2022年５月20日

杉田エース株式会社　監査役会

監査役(常勤) 北 川 達 也 ㊞

監査役 貫 井 康 夫 ㊞

監査役 川 口 　 伸 ㊞
　

（注）監査役貫井康夫及び監査役川口伸は会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める

社外監査役であります。

　以　上
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現　行　定　款 変　更　案

＜新設＞

第15条～第31条（条文省略）

＜新設＞

（電子提供措置等）

第15条　当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容である情報

について電子提供措置をとるものとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項の

うち法務省令で定めるものの全部又は一部

について、議決権の基準日までに書面交付

請求をした株主に対して交付する書面に記

載しないことができる。

第16条～第32条（現行どおり）

（附則）

定款第15条（電子提供措置等）の新設及び

それに伴う条数の繰り下げは、2022年9月

1日から効力を生ずるものとする。

２．本条の規定は、2022年9月1日に、これ

を削除する。

株主総会参考書類
第１号議案　定款一部変更の件

　　　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条

ただし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに

伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますの

で、次のとおり定款を変更するものであります。

変更の内容は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　（下線部は変更箇所を示します。）
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候補者
番号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１
すぎ

杉 
た

田 
なお

直 
よし

良
(1948年６月７日生)

1971年４月 中山福株式会社入社

1973年３月 株式会社杉田金属（現杉田エース株

式会社）入社

1979年３月 当社取締役貿易部長

1984年４月 当社常務取締役営業本部長

1984年９月 当社取締役副社長

1987年９月 当社代表取締役社長

2012年４月 当社代表取締役会長（現任）

906,000株

２
すぎ

杉 
た

田 
ゆう

裕 
すけ

介
(1974年５月19日生)

1998年４月 株式会社キョーワナスタ（現株式会

社ナスタ）入社

2000年６月 杉田エース株式会社入社

2004年６月 当社取締役開発部長兼西日本営業

本部副本部長

2005年４月 当社取締役営業統括本部副本部長

兼開発部長

2007年４月 当社常務取締役営業統括本部副本

部長

2009年４月 当社常務取締役営業統括本部副本

部長兼西日本営業本部長

2010年４月 当社取締役副社長

2011年４月 当社代表取締役副社長

2012年４月 当社代表取締役社長（現任）

260,000株

第２号議案 取締役９名選任の件

取締役８名全員は、任期１年との定款第19条の定めにより、本総会終結の時を

もって任期満了となります。つきましては、経営体制の強化を図るため取締役を

１名増員することとし、取締役９名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

３
すぎ

杉 
た

田 
りき

力 
すけ

介
(1982年２月17日生)

2006年４月 株式会社インデックス入社

2009年４月 株式会社ＴＢＳディグネット入社

2012年11月 杉田エース株式会社入社

2013年４月 当社執行役員ＩＴ戦略担当

2014年４月 当社執行役員ＩＴ戦略担当兼総務

人事グループ長

2015年６月 当社取締役コーポレートスタッフ

部門長

2017年６月 当社常務取締役コーポレートスタ

ッフ部門長

2020年４月 当社取締役副社長（現任）

70,000株

４
さ

佐 
とう

藤  
ただし

正
(1958年１月３日生)

1976年３月 株式会社杉田金属（現杉田エース

株式会社）入社

1991年10月 当社横浜営業所長

2001年４月 当社開発部長

2004年４月 当社東日本営業本部営業企画担当

部長

2005年４月 当社リフォーム営業部長

2010年４月 当社執行役員建材営業統括部長兼

リニューアル営業部長

2013年４月 当社執行役員南日本営業統括部長

2014年４月 当社執行役員西日本地区営業担当

兼西日本営業統括部長

2014年６月 当社取締役西日本地区営業担当兼

西日本営業統括部長

2015年４月 当社取締役ルート事業部長

2016年４月 当社取締役総務人事･業務管理担当

2017年６月 当社常務取締役

2020年４月 当社専務取締役（現任）

2,100株
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候補者
番号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

５

はな

花 
い

井 
しん

慎 
いち

一
(1965年４月14日生)

1989年４月 杉田エース株式会社入社

1999年４月 当社三郷営業所長

2003年４月 当社首都圏営業部長

2007年４月 当社執行役員アーキハードウェア

営業部長

2009年４月 当社執行役員ＡＣＥ２５推進室長

2012年４月 当社執行役員建材営業統括部長

2015年４月 当社執行役員エンジニアリング事

業部長

2016年４月 当社執行役員エンジニアリング営

業部長

2017年６月 当社取締役エンジニアリング事業

担当

2018年４月 当社取締役ルート事業担当

2020年４月 当社取締役

2021年４月 当社常務取締役（現任）

2,000株

６
たか

髙 
はし

橋 
よし

芳 
ろう

郎
(1956年６月４日生)

1980年３月 株式会社杉田金属(現杉田エース株

式会社）入社

1993年６月 当社東京支店長

1996年４月 当社関東第一営業部長

2001年６月 当社取締役東日本営業本部副本部

長兼関東第一営業部長

2004年４月 当社取締役東日本営業本部長

2008年４月 当社取締役商品本部長兼購買部長

2013年４月 当社取締役グループ事業担当

マシモエース株式会社取締役

2016年６月 当社取締役退任

トクダマシモエース株式会社代表

取締役社長

2018年６月 当社取締役ルート事業担当

2019年４月 トクダマシモエース株式会社代表

取締役社長退任

2020年４月 当社取締役（現任）

2022年３月 フヨー株式会社代表取締役社長

（現任）

20,000株
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候補者
番号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

７
い

井
せき

関　
まこと

誠
(1968年６月19日生)

1989年３月 杉田エース株式会社入社

2011年10月 当社西日本営業統括部

中部支店長

2015年４月 当社執行役員

西日本営業統括部長

2016年４月 当社執行役員　西日本営業部長

2017年４月 当社執行役員　中部営業部長

2019年４月 当社執行役員　中四国営業部長

2021年４月 当社執行役員　西日本営業担当

2021年６月 当社取締役（現任）

2,600株

８

    ※
にな

蜷
 

 
ぎ

木
 

 
しょう

勝
 

 
いち

一

(1976年３月５日生)

2003年10月 杉田エース株式会社入社

2010年４月 当社西日本営業統括部

近畿支店　大阪第一営業所長

2017年４月 当社執行役員　近畿営業部長

2018年４月 当社執行役員　東京営業部長

2022年４月 当社執行役員　直需営業部 兼 マ

ーケティング戦略室担当（現任）

1,011株

９
しま

島 
だ

田 
なお

直 
き

樹
(1968年11月23日生)

1993年４月 アップルコンピュータ株式会社入

社

1998年10月 株式会社ボストンコンサルティン

ググループ入社

2001年９月 株式会社ピー･アンド・イー・ディ

レクションズ代表取締役（現任）

2008年６月　日本M&AセンターHD　社外取締役

2013年１月　ロキグループホールディングス株

式会社　社外取締役

2013年３月　株式会社ファンデリー　社外監査

役（現任）

2015年６月 当社社外取締役（現任）

－株

(注）１. 上記各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. ※印は新任の取締役であります。

３. 島田直樹氏は、社外取締役候補者であります。

４. 島田直樹氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、島田氏は

数々の社外取締役、社外監査役を歴任し、経営者としての豊富な経験と深い見識を有

しており、長年に亘るビジネス経験を活かして、当社社外取締役として経営全般に関

して有効な指導、助言をいただけるものと期待し、社外取締役として選任をお願いす

るものであります。また、同氏が選任された場合は報酬等に関する任意の諮問会議の

構成員として役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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５. 島田直樹氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって７年となります。

６. 当社は社外取締役との間に、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、600万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれ

か高い額としており、島田直樹氏の再選が承認された場合には、当該契約を継続する

予定であります。

７. 当社は、島田直樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。

８. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の16頁に記載のとおりで

す。取締役候補者の選任が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含められるこ

ととなります。

また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

氏 名
（生 年  月  日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

にし

西 
むら

村 
やす

泰 
ゆき

行
(1958年４月11日生)

1983年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井

住友銀行）入行

2002年４月 株式会社三井住友銀行下高井戸支店

長

2004年９月 株式会社日本総合研究所　出向

2004年10月 同社　総務部長

2008年10月 同社　社長室部長 兼 広報部長

2009年５月 株式会社日本総合研究所　入社

2011年６月 同社　執行役員　社長室部長　兼　

広報部長

2014年６月 同社　常務執行役員　社長室部長　

兼　広報部長

2015年７月 同社　常務執行役員　基盤開発部門

長

2017年４月 同社　専務執行役員

2017年６月 同社　取締役　兼　専務執行役員

－株

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査

役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
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（注）１. 上記候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２. 西村泰行氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３. 西村泰行氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は以下のとおりであります。

西村泰行氏につきましては、長年の金融機関勤務により培われた経験と知識を、監査

役に就任された場合に当社の監査体制に活かしていただくため、補欠の社外監査役と

して選任をお願いするものであります。

４. 当社は監査役が期待される役割を充分発揮できるよう、現行定款第27条において監査

役との間で任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定

めております。これにより、西村泰行氏が社外監査役に就任された場合は、当社との

間で責任限定契約を締結する予定であります。

その契約内容の概要は次のとおりであります。

・監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合、300万円また

は会社法第425条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職務の遂

行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険

契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の16頁に記載のとおり

です。これにより、西村泰行氏が社外監査役に就任された場合は、当該保険契約の被

保険者に含められることとなります。

また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上
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株主総会会場ご案内図

東京都墨田区横網一丁目６番１号

国際ファッションセンター（ＫＦＣビル）２階

「ＫＦＣ Ｈａｌｌ ２ｎｄ」

蔵前橋通り

横網町公園 清
澄
通
り

日大一中・一高

江戸東京
博物館

両
国
駅

都
営
地
下
鉄

大
江
戸
線

旧安田庭園

国技館

ＪＲ両国駅

京葉道路

隅
田
川

国際ファッション
センター(ＫＦＣビル)

首
都
高
速
６
号
向
島
線

Ａ１出口

西口

東口東口

［交通機関］

ＪＲ中央･総武線｢両国駅｣東口より徒歩約６分

ＪＲ中央･総武線｢両国駅｣西口より徒歩約７分

都営地下鉄 大江戸線｢両国駅｣Ａ１出口直結

※ 駐車場はございませんので、大変恐縮でございますが、

　 お車でのご来場はご遠慮いただきたくお願い申し上げます。

諸般の事情により、株主総会にご出席の皆様へのお土産は
取りやめさせていただいております。
何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。


